
第４次男女共同参画推進計画数値目標 資料２
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1 1
草津市男女共同参画推進条例の浸透割合
※

50%
43.0%◆①
【参考値】

43.5% 50%以上
・男女共同参画
センター

第3次計画の目標が未達成のため目標数値を継続

1 1 2
「男は仕事、女は家庭」と考える市民の割合
※

25% 41.90% 36.8% 25%以下
・男女共同参画
センター

第3次計画の目標が未達成のため目標数値を継続

1 3
男女共同参画に関する研修等の開催回数お
よび参加者数

9回
301人

9回
228人

7回
167人

5回
745人

6回
224人

12回以上
550人

・男女共同参画
センター

過去4年の実績平均×1.5倍で設定（数値目標１７のうち、男女共同参
画センターが主催する事業については、こちらにも含む）

令和２年度の前半はでコロナ感染拡
大を受け研修の開催ができなかっ
た。また、実施できた場合でも会議室
の定員数の半分での実施であったこ
とから参加者数が伸びなかった。

2 4
教職員における男女共同参画およびハラス
メントに関する研修の参加者数および参加率

　－ 2329人
2600人

 90％以上

・学校教育課
・児童生徒支援
課

市教委主催の管理職および各校の相談員対象の研修を年2回。学校
主催の教職員対象研修会各校年3回。

3 5 25～44歳における女性の就業率 65.6%

       65.6%
（国調のため
平成27年度
実績と同様）

令和２年度
国調未確
定

76.9%以上
・男女共同参画
センター

国調H22実績は61.5％（※国調令和2年度実績は令和3年6月確定予
定）
目標根拠：国が明示した女性就業率令和4年度80.2％（毎年1.25の増
見込み）この考え方に準じると令和7年度は84％。草津市国調ベース
との乖離91.6％（草津市/国）これが同じ比率で推移した場合草津市
の就業率は76.9％の見込みである。目標としては、この数字より上回
る目標とする。

 

2 3 6
女性の正社員率(家族従業員や自営業を除
く)

43.2%

       43.2%
（国調のため
平成27年度
実績と同様）

令和２年度
国調未確
定

48.7%以上
・男女共同参画
センター

国調H22実績は43％（※国調令和2年度実績は令和3年6月確定予
定）
目標根拠：平成27年度国調結果から近畿圏内の市の中で女性の正
社員率が一番高かった兵庫県養父市48.7％を目標に設定。
(滋賀県内参考：長浜市：44.1　米原市：43.6　甲賀：42.7　大津：41.6)

　 3 7
滋賀県女性活躍推進企業に認定（一つ星以
上）されている市内事業所の数

18社 15社 36社以上
・男女共同参画
センター

R元年度実績18社に18社の増を見込み設定。
（H26.6県で登録開始毎年平均３社増の実績から3社×6年＝18社の
増を設定）

令和２年度末までは、認証期間が一
律２年であった。一度認証されても、
更新をされないといけないことから数
社の更新がなかったこと等により減少
したと考えられる。（令和３年４月から
は★は認定から２年★★は認定から
３年★★★は認定から４年の期間が
設けられている。）

4 8 待機児童数（4月1日時点） 0人 91人 33人 0人 2人 0人 70人 24人 0人 ・幼児課
第二期草津市子ども・子育て支援事業計画において、令和3年度以
降は保育需要の見込みを上回る定員確保を行うこととしており、0人
を設定。

5.6 9
「女性の総合相談」および「DV相談」の相談
（対応）延件数

１３件
（うちDV９件）

57件
（うちDV40

件）

72件
（うちDV37

件）

69件
（うちDV25

件）

107件
（うちDV40

件）

160件
（うちＤＶ42

件）

276件
（うちＤＶ60

件）

510件
（うちＤＶ120件）

・男女共同参画
センター

Ｒ2年度実績見込340件（内DⅤ80件）×1.5倍で設定。
※相談については、コロナ禍において相談件数が大幅に増えた実績
や、アンケート調査結果のDV対処方法として「どこにも相談しなかっ
た」人の割合が4割という結果をうけ、新たに男女共同参画センターで
はカウンセリング事業にも取組む予定等から、令和7年度目標として
は1.5倍の相談件数を目標とする。
（参考：R2年上半期実績170件（内ＤＶ40件））

コロナ禍における生活様式の変化や
給付金事業における相談等により増
加となった。

3

5.6 10
男女共同参画センターの「女性の総合相談
窓口」を知っている人の割合※

18.2%（女性のた
めの相談窓口
を利用した3％・
知っている割合
16.2％の合計）

15.8% 60%以上
・男女共同参画
センター

第3次計画の「配偶者暴力相談支援センター」を知っている人の割合
の目標設定を60％としていたことから、この目標数値に設定。

 5 11
DVの対処方法として「どこにも相談しなかっ
た」人の割合※

 56.3%（「我慢し
た」と回答され
た割合）

44.3% 26.3%以下
・男女共同参画
センター

過去5年間で12ポイント下がる。1.5倍のダウンを目標とし12×1.5＝18
ポイントのダウンで目標値を設定。
44.3%-18ポイント＝26.3％

　

　

6 12 市の乳がんの検診受診率◆②
22%

（参考値
13.0％）

17.50% 19.10%
（旧）19.8%
（新）10.5%

10.50% 10.50% 12.0% 9.7% 15%以上 ・健康増進課
平成28年度から令和元年度までの3年伸び率の平均に次計画の6年
をかける。かけて出た値に令和元年度の受診率を足した値。

コロナ感染拡大を受け、集団検診の
中止および個人での医療機関の受診
控え、受診促進通知の発送中止等が
影響したと考えられる。

6 13 市の子宮がんの検診受診率◆②
26%

（参考値
13.9％）

24.60% 26.30%
（旧）22.6%
（新）11.4%

11.80% 11.90% 13.4% 11.7% 17.4%以上 ・健康増進課
平成28年度から令和元年度までの3年伸び率の平均に次計画の6年
をかける。かけて出た値に令和元年度の受診率を足した値。

コロナ感染拡大を受け、集団検診の
中止および個人での医療機関の受診
控え、受診促進通知の発送中止等が
影響したと考えられる。
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7 14
男女の不平等感について「社会通念・習慣・
しきたりなど」で平等であると考える市民の割
合※

50%

22.7%(「充分
平等」1.8％
「ある程度」
20.9％と回答
された割合の
合計)

8.0%
(「平等」と回
答された割

合)

19%以上
・男女共同参画
センター

第3次計画では平成26年度実績22.7％の2.3倍の50％に目標設定をし
ていたことから、第4次も同様に令和元年度実績８％×2.3倍の19％を
目標数値とする。

4

7 15
女性の代表または副代表のいる町内会、行
連区の割合

22.7% 29.4% 24.7% 26.0% 23.7% 31%以上

・男女共同参画
センター
・まちづくり協働
課

平成27年度から令和元年度の平均伸び率【（26%-22.7%）/4年＝
0.825％】を令和元年度実績に毎年加算【0.825×６年＝4.95％】
令和元年度実績26％+4.95％＝30.95％

町内会・行連区の全体数は、前年度
と同様だが、女性の参画が進まない
現状があった。

 8 16

平日の家事に関する生活時間の男女の差※
（平日の家事に要する平均時間）
令和元年度実績（女性：4時間5分）-（男性：1
時間10分）＝差2時間55分

2時間55分 1時間28分以下
・男女共同参画
センター

R元年度実績×1/2倍で設定

8 17
男性の家事・育児・介護への参画促進研修
や講座の開催回数および参加者数

　－ -
10回　200人以

上
・男女共同参画
センター

事業１回につき20人を想定（ただし他部署が実施する事業においても
男女共同参画の啓発が兼ねられた場合は対象に含む）（※男女共同
参画センターが実施する事業は、数値目標３にも含む）

9 18 市全体の審議会等における女性委員の割合 50% 35.10% 36.00% 36.90% 36.10% 37.10% 39.3% 38.4% 50.0%

・男女共同参画
センター
・まちづくり協働
課

第3次計画の目標を継続（まちづくり協働課で調査対象にしている審
議会等の結果に行政委員会の数値も加算し％を算出している。）

令和２年度より新たに対象となった審
議会等が７つあり、それらの女性委員
参画率が35.4％だったことから、全体
で昨年度より低下した。

◆① （2014年（平成26年）12月調査：「草津市男女共同参画推進条例」を知っている人の割合ではなく「草津市男女共同参画推進計画」を知っている人の割合のため【参考値】としています。

◆② 乳がん、子宮がんの検診受診率については、平成28年度より算出方法が変更されました。

平成27年度まで　　　対象者（分母）　　22年国勢調査の対象女性人口－（女性就業者数－第1次産業女性就業者数）

平成28年度から　　　対象者（分母）　　各年度3月31日時点の対象女性人口

対象者年齢　　乳がん・・・40歳以上　　　子宮がん・・・20歳以上

※ 5年ごとに実施する「草津市男女共同参画についてのアンケート調査」結果のため、平成２６年度、令和元年度のみ実績値を記載しています。


